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はじめに
　本研究の目的は、王政復古後初期のネパール王国（Kingdom
ofNepal.ネパール）＊ⅰにおける学校体系の再編について、「ネ
パール国家教育計画委員会」（NepalNationalEducation
PlanningCommission.NNEPC）報告書（1956）、「国家教育審
議 会 」（All-RoundNationalEducationCommittee.ARNEC）
報告書（1961）、および、「『国民教育制度』計画」（National
EducationSystem:Planfor1971-1976.NESP）などの教育計画
および政策文書を対象にして、特に国民教育制度の創設および
整備過程におけるノンフォーマル教育＊ⅱ構想に注目して明ら
かにすることである。
　南アジアに位置するネパールは、小国でありながら多様な文
化的、政治的、経済的特徴を有するため、かねてより多くの学
問領域から注目されてきた。教育学の領域でも、同国が多文化、
多民族、多言語など開発途上国の教育開発に係る諸要素を典型
的に内包することから＊ⅲ、特に近年、ネパールは一定の関心
を集めている。
　こうした教育学における関心は、その多様性や変容は措くに
要旨
　本研究の目的は、王政復古後初期（およそ 1951 年から 1970 年代半ば）のネパールにおける学校体系の再編に
ついて、「ネパール国家教育計画委員会」（NNEPC）報告書（1956）、および、「国家教育審議会」（ARNEC）報告書（1961）
などの教育計画および政策文書を対象にして、特に国民教育制度の創設および整備過程におけるノンフォーマル教
育構想に注目して明らかにすることである。
　王政復古後に NNEPC は、単一の学校システムの創設を計画しつつ、フォーマル教育とノンフォーマル教育の相
互補完を構想した。他方で、ARNEC は、フォーマル教育とノンフォーマル教育を峻別した上で、後者の一層の充
実を提言した。こうした ARNEC の提言は、1960 年代において必ずしも具体化しなかったが、1970 年代以後の「ノ
ンフォーマル教育」に一定の影響を与えたと考えられる。
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Abstract
　The purpose of this paper is to clarify the reorganization of school system in Nepal subsequently to the 
restoration. The report of NNEPC (1956) and ARNEC(1961), national plans, and UNESCO documents were 
analyzed by focusing on the recommendations for non-formal education in formative process of national 
education system.
　ARNEC was appointed to make reform plan for existing educational system. The points of the plan for “social 
education” were as follows:
　1. Improvement of existing adult literacy programme and making arrangement of continuous social education 
programme for trained adults in order to keep their literacy.
　2. Making arrangement of special types of education for socially vulnerable such as disabled people.
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しても、いわゆる社会的弱者の教育機会の保障やエンパワメン
トに係る理論や実践の追究というかたちで具体化する傾向にあ
る。もちろん、こうした追究は、現在のネパールにおける教育
開発に接近する上で意味があるし、上記のネパールの特徴に鑑
みれば、教育という営みの意味、目的、内容、方法、管理運営、
条件整備などの再考において、単に一国の事例を超える可能性
があると考える。
　他方で、ネパールのフォーマル教育、特にその開発の軌跡に
ついての関心は、相対的に低い。しかし、王政復古以後のフォー
マルな教育制度の創設および整備過程は、今日の教育開発の源
流である。すなわち、この過程の解明は、今日のネパールにお
ける教育事象の追究において本来は不可欠である。換言するな
ら、王政復古以後のフォーマルな教育制度の創設および整備過
程を追うことは、現下のネパール教育研究の価値をより高める
意味がある。そして、それは前述の通りネパール一国を超える
可能性がある。
　本研究は、こうした課題意識に基づき、王政復古後初期の
ネパールにおける学校体系の再編について追考する糸口を開
く。その際、国民教育制度の創設および整備過程におけるノン
フォーマル教育に注目する。
　本研究が、王政復古後初期、すなわち、王政復古（1951）か
ら1970年代半ばを対象とする理由は、第一に、この年代がネパー
ルの教育制度開発における最重要時期であるからである。第二
に、研究上の空白を埋めるためである。
　第一点について、王政復古後のネパールにおいては、1950年
代、1960年代、1970年代にそれぞれ重要な教育計画が策定され
ている。こうした計画のもとで、ネパールでは1950年代にほぼ
ゼロベースで国民教育制度の建設が着手され、1960年代には政
治体制の激変の中でその修正が図られ、1970年代に従来の教育
制度の一新が強力に推進された。すなわち、王政復古後初期と
は、国民教育制度の新生、変革そして転回を経てその後の同制
度の礎が築かれた、ネパール教育制度史におけるもっとも重要
な時代といえる。
　第二点について、ネパール教育制度史における王政復古後初
期の重要性にもかかわらず、上記の通り、当該年代を直接対象
として教育制度の創設整備の過程を具体的に追究する試みは多
くない。これまで、中村（2016）、中村（2018）といったかた
ちで当該年代におけるネパールの教育開発について追究しては
いるけれども、この壮大な企てに係る、長大な期間、広大な教
育段階および領域、膨大な関与者などに鑑みて、今日までの研
究成果は、未だ質量ともに充分とはいえない。したがって、本
研究が、王政復古後初期を対象として学校体系の再編について
追究することは、ネパールにおける教育制度の創設整備の過程
を総合的に解明する端緒を開く研究上の意義がある。
　本研究が学校体系の再編の解明を図る理由は、それが王政復
古後初期ネパールの教育開発における中核であったからである。
具体的には、この時期の代表的な教育計画であるNNEPC報告
書、ARNEC報告書、NESPは、総合的体系的な国民教育制度
の創設・改革・刷新の構想であり、かつ、各構想の重点は、振
幅はあれども、学校体系の再編に置かれていた。したがって、
一定の視点から各構想における学校体系の再編について追究す
ることは、王政復古後初期ネパールの教育制度史を解明する一
環となる。
　それにもかかわらず、本研究が、あえて「学校外において組
織された教育」であるノンフォーマル教育に注目する理由は、
当該教育が学校体系の再編を追究するにあたり有意な視点たり
得るからである。なぜならば、本文でも言及するように、王政
復古前後のネパールにおいて、フォーマル教育とノンフォーマ
ル教育の関係は、単純化するなら、時代によって、両者の境界
が不明瞭であったり、両者の相互補完が構想されたり、両者を
一応峻別した上で開発が図られたりと変化する。すなわち、こ
の変動の時期におけるノンフォーマル教育の位置づけの変化と
は、同時期における学校体系再編の鏡像である。したがって、
当該教育の位置づけや構想について追究することは、学校体系
のそれと同義であり、かつ、ネパールにおける教育制度の創設
整備過程の総合的解明において不可欠な作業である。
　先行研究について、ネパールの教育事象を対象とする事績に
おいて、ノンフォーマル教育、特に社会的弱者に関する当該教
育へ直接間接に言及するそれは、おそらく、他の教育段階・領
域等についての成果を数量的に圧倒する。日本においても、特
に1990年代以後こうした成果が蓄積されている。しかし、他の
教育段階・領域等と同様に、王政復古後初期におけるノンフォー
マル教育の発展について、同時代の史資料に基づき具体的に追
究する試みは、管見の限り少ない。本研究は、当時の教育計画
文書を基底に据えつつ、同時代の断片的な記述を探索して、冒
頭の目的達成を試みる。
　以下では、まず、王政復古以前の学校体系およびノンフォー
マル教育の状況について整理する。次に、NNEPC報告書に
基づき、王政復古直後におけるノンフォーマル教育の状況と、
NNEPCの国民教育制度構想における「成人教育」計画を確認
する。続いて、当該教育の成果として、1960年代初めのノン
フォーマル教育の状況を再検する。さらに、ARNECの教育制
度改革計画における学校体系の再編について、当該計画の概要
を踏まえつつ、その「社会教育」計画に注目して明らかにする。
以上をもって本研究の目的を達成し、最後に今後の課題を述べ
る。
Ⅰ　王政復古以前の学校体系およびノンフォーマル教
育の状況
　現在のネパールの版図は、18世紀末までに当時のシャハ
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（Shah）王家によってほぼ統一された。しかし、ほどなく王権
は衰え、19世紀半ばには、廷臣ラナ（Rana）家が国王の下で
自ら首相・大王位を継承して国を統治する専制政治体制を確立
した。このラナ体制は、1951年の王政復古まで百余年続く。
１　王政復古以前の三つの学校系統
　ネパールにおけるフォーマル教育は、まさに、このラナ体制
下で開花した。同体制の末期には、英学学校、サンスクリット・
スクール、ベイシック・スクールという三つの学校系統を確認
できる。
　英学学校は、王政復古以前において質量ともにもっとも整備
されたフォーマル教育である。その起源は、1853年頃に設置さ
れたラナ一族の学習クラス「ダルバール・スクール（Durbar
School）」とされる。このダルバール・スクールは、ラナ体制
において重要な位置を占めており、その管理運営のために教育
局（DepartmentofEducation）が新設され、同局長には代々
ラナ一族の有力者が就任した。同スクールは、1878年頃には第
10学年までを備えてハイスクールに昇格し、また、インドの大
学と提携を果たすことで高等教育機関との接続も果たした。さ
らに、1918年にはネパール最初の英学カレッジ「トリブヴァン・
チャンドラ・カレッジ」（TribhuvanChandraCollege）が創
設された＊ⅳ。
　ラナ為政者はこうした英学学校を専制政治体制動揺の要因と
見なし、その普及を制限する立場を取った。20世紀に入ると、
ラナ政府により英学学校が設置されたほか、民衆が自ら設立し
た英学教育施設も政府の管理下に置かれたが、これは、英学学
校の普及を統制する目的があったと考えられている。
　サンスクリット・スクールは、サンスクリット語により宗教
教義等の学習を施す学校であり、やはりラナ時代に生まれ発展
した。同学校の中心であるラーニポカリ・サンスクリット・ス
クール（RanipokhariSanskritPathsala）は、政府によって運
営され、1898年にはインドのサンスクリット・カレッジとの提
携を果たした。もっとも、サンスクリット・スクールは、英学
学校とは異なりラナ体制への脅威とは見なされなかったため、
設置そのものが散発的であり、政府による管理統制も当初緩や
かであった。すなわち、サンスクリット学校系統の確立を、サ
ンスクリット教育局が設置された1930年頃と考えることもでき
る。なお、ラナ体制の最末期から王政復古にかけて、サンスク
リット・カレッジも設置された。
　ベイシック・スクールは、M.K.Gandhi（Gandhi,Mohandas
Karamchand.1869-1948）がインドで主唱したベイシック・エ
デュケイションを実施する学校である。当該教育は、ラナ時代
の最末期にネパール教育の範たるべく導入が検討された。具体
的には、ベイシック・スクール（初等学校）のほか、当該教育
に係る教員養成センター、実演学校および担当部局が設置され
た。また、既存の英学学校のベイシック・スクールへの移行も
計画された。
　こうした三つの学校系統について、ラナ政府は、その発展に
対して消極的な、あるいは、学校系統や時代によってはむしろ
阻害する傾向にあった。そのため、王政復古時（1951）の初等
学校数は321校、同在学者数は8,505人、同在学率は0.9％にとど
まっていた（MoE,1971a,p.3）。
２　王政復古以前のノンフォーマル教育
　ネパールでは、組織された教育は、古来より主に僧院・寺院
における、あるいは、導師のもとでの宗教教義の伝達や聖職者
養成といったかたちで、すなわち、ノンフォーマルな形態で行
われてきたと考えられている。
　ラナ時代に至り、ネパールでは初めて学校という時空におい
て教育が組織化された。もっとも、ダルバール・ハイスクール
からトリ－チャンドラ・カレッジ、そしてインドの高等教育機
関に至る英学教育のような、高度に組織されたフォーマル教育
はむしろ例外であった。発展の期間においてにも、学校数・在
学生数においても、組織化の強度においても当時の主流といえ
る英学学校系統ですら、全国共通の管理運営の基準はラナ時代
末期（1939）にようやく布告されている。
　サンスクリット学校系統については、少なくともサンスク
リット教育局が設置される以前は、政府による緩やかな保護を
受けていたとしても、各学校の教育水準や規模等は様々であり、
一部を除いて明確なフォーマル教育制度を形成したとは見なせ
ない。
　ベイシック・スクールは、当初、ネパールのフォーマル教育
としての導入が推進されたものの、当該教育はそもそも政府職
志向の民衆に不人気であった（Wood,1965,p.31,p.40）。何より、
推進者である当時の首相・大王が保守派の圧力を受けて辞任・
退位したため、ネパールにおけるベイシック・エデュケイショ
ンの試みは停滞した。
　こうした三つの主要学校系統とは別に、ネパール北部を中心
に組織された仏教教育を提供する施設や＊ⅴ、少数のミッショ
ナリー・スクールも存在したが、これらは、政府の認可を受け
ていなかった（Pandeyetal.,1956,p.21）。そのほか、勇壮で
知られたネパール人傭兵を多く輩出する中部山岳地帯において、
ネパール政府は、英軍参加者に最低限の読み書き能力を習得さ
せるべく、成人教育活動を行ったが、後にこれらの活動の一部
は、初等学校として再編された（Shrestha,1967,p.25;Aryal,
1970,p.25）。なお、一部のベイシック・スクールには、成人教
育センターも附設されたという（Rizal,1987,p.219）。
　以上のように、一応の学校系統の成立を見てもなお、一部を
除いて、「学校」や「生徒」などの定義すら曖昧であったこの
時期のネパールにおいては（Pandeyetal.,1956,p.35）、フォー
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マル教育とノンフォーマル教育の境界は、多くの点（財政援助、
施設および人材配置、教育目的・カリキュラムの設定等）で不
明瞭であった。フォーマル教育と明確に区別されるかたちでノ
ンフォーマル教育が構想され、その実施が図られるのは王政復
古以後のこととなる。
Ⅱ　1950年代の教育計画におけるノンフォーマル教
育構想
１　王政復古直後のノンフォーマル教育の状況
　1951年にラナ体制の打倒と王政復古が達成された。抑制から
解放された民衆の教育要求は、学校数・同在籍者の急増という
かたちで具体化し、たとえば、王政復古時に321校、8,505人で
あった初等学校数・同在学者数は、1954年には921校、26,186
人に達した（Pandeyetal.,1956,tableIX）＊ⅵ。ただし、これは、
爆発的でありながらも、一定の基準や方針に基づかず、さらに、
施設設備や人材の整備をともなわない危うい成長であった。こ
うした背景から、教育制度創設計画の策定を目的とする特別委
員会が求められ、1954年にNNEPCが任命された。NNEPCは、
およそ１年間の活動を通じて、当時の教育をめぐる現況調査（第
１編）と、多様な教育計画群（第２編）からなる報告書を提出
した。
　教育をめぐる現況調査は、学校数・在学者数などとともに、「現
在の教育の質」を「ネパールとその若者の実際のニーズの見地
から解明」するべく（Pandeyetal.,1956,p.38）、質問紙ない
し訪問調査、有識者の意見聴取などのかたちで行われた。そ
の中心はフォーマル教育であり、NNEPC報告書の第１編では、
主に学校教育制度の状況が示されるとともに、当時の学校が直
面する問題、たとえば、学校・教員の寡少、カリキュラムの実
生活からの乖離、語学教育への偏重、教具・教材の質的量的不
足、大量のドロップアウトによる資源の浪費、複線型学校体系
の非効率性などが指摘された。
　しかし、ノンフォーマル教育の現況について、報告書第1編
では、正規の学校ではない仏教僧院やミッショナリー・スクー
ルなどの特徴は示されているものの、いわゆる成人教育活動な
どについてはほぼ言及されていない。同編における民衆の教育
的ニーズに関する調査においても、主たる回答は学校教育に対
するそれであり、成人教育については、一部の回答者がそれを
求めるにとどまっている。
　他方、次節で言及するNNEPCの成人教育計画の冒頭におい
ては、当時のノンフォーマル教育について断片的な記述を確認
できる。すなわち、王政復古以後、成人学校（adultschools）
と呼ばれる組織がわずかに設置されたという。しかし、そこで
は、子どもへの教育とは異なる、成人識字教育特有の目的や課
題は考慮されず、初等学校と同じテキストが使用されていた。
また、経験ある教員、施設設備、実用的な教具・教材も全く不
足していたため、識字教育の運営者の熱意によらず、こうした
成人教育については「ほとんど何も達成されていなかった」と
される（Pandeyetal.,1956,pp.152-153）。
　NNEPC報告書におけるこうした記述は、ノンフォーマル教
育が、王政復古以後の急速な教育拡大の一部をなしていたこと
と、されど一般的な関心は集めていなかったことを示唆する当
時の重要な情報である。
２　NNEPCの成人教育計画
　NNEPC報告書の（第２編）は、「普遍的教育の実現」、「民衆
のニーズに応じた教育の提供」、「国家事業としての教育開発」、
「一般教育の優先」という基本方針に基づく、総合的な国民教
育制度創設の計画である。
　その主な特徴は、①複線型学校体系から単線型学校体系への
移行、②５年制の国民学校による職業教育を重視した初等教育
の導入、③５年制多目的ハイスクールによるコア科目を中心と
した中等教育の提供、④総合大学の創設と高等教育制度の整備、
⑤迅速かつ広範な成人識字プログラムの実施、⑥多数の初等学
校教員の即時養成、⑦教具・教材の開発および出版機関の設置、
⑧地方コミュニティによる初等中等学校の運営、⑨校地、校舎、
設備および備品などの教育環境の整備、⑩教育関連法令の制定、
⑪初等中等教育におけるネパール語の教授用語化などである。
　このうち、ノンフォーマル教育に相当する⑤は、NNEPC報
告書第11章「成人教育」の中核をなす。同章を構成する項目群
は、「序論」、「成人識字プログラム」、「農業および家政教育」、「文
化的教育」、「村落図書館」、「映画およびラジオ教育」、「成人教
育の組織」、「サマリー」である。
　この「序論」では、成人教育の必要性や当該教育の目標など
が明示された。そこでは、二重の意味において、すなわち、成
人自らが優れた国民となり、かつ、将来の国民である彼らの子
どもに対する教育を効果的に提供する必要性から、民主主義国
家の建設に成人教育が不可欠であると強調され，当該教育の優
先的な普及が提言されている。
　「成人識字プログラム」は、上述の如くNNEPCの成人教育計
画の中核である。Ⅲ－１で述べる通り、当時の一般的な無関心
や脆弱な実施基盤にもかかわらず、成人識字プログラムは、王
政復古後の教育開発の要諦と見なされており、NNEPCの活動
に先立ち基礎的なネパール語識字テキストの開発が進捗してい
た。NNEPCは、さらなる成人識字プログラム用教具・教材の
提供を必要視して、それらの印刷機関である国立教育印刷所の
設置を提言した。
　他方で、NNEPCは成人識字プログラムの教具・教材開発と
ならんで、同プログラムの運営者を重視した。すなわち、新し
い教員養成プログラムの下で養成される教員や、研修を受ける
現職教員を、成人識字教室の運営者として活用することを提言
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したのである。同様に、「村落図書館」は、単に初等学校附設
の図書館であるのみならず、成人識字教具・教材を収蔵し、適
時識字クラスが開講される社会教育施設に位置づけられる。同
図書館は、児童のみならず村落の住民すべてが利用可能な学校
－地域図書館へと発展して、地域の教育開発に貢献することが
期待された（Pandeyetal.,1956,p.156）。
　この成人識字プログラムとともに成人教育計画を構成する領
域として、NNEPCは、「農業および家政教育」と「文化的教育」
を設定している。「農業および家政教育」は、村落開発プログ
ラムのもとでの「農村開発クラス」を典型例とする成人教育活
動である。NNEPCは、すべての村落において、村民の希望に
応じた、農業、畜産、養鶏、養蜂、園芸、食物保存、調理、裁
縫、紡績、保育、家政、看護等の職業ないし技術教育コースを
設置することを提言した。「文化的教育」は、成人識字クラス
および農村開発クラスの普及にともなって，成人による需要が
生起すると予測された、芸術、音楽、文化、手工芸などに係る
教育の総称である。もっとも、NNEPCは、こうした活動を奨
励しつつも、相対的な重要性や財政的条件から、成人教育計画
においては、成人識字および村落開発プログラムを優先するこ
とを提言した（Pandeyetal.,1956,p.155）。
　「成人教育の組織」では、成人教育活動の実施手続きとともに、
その運営組織が提言された。具体的には、上記の成人教育活動
の範囲が多様であるため、識字プログラムは教育省が、農業お
よび家政プログラムは計画開発省といった各プログラムを担当
する組織の整備が求められた。その一例として、教員養成セン
ターおよび村落開発職員養成センターの連携を推進する「成人
識字主事」（DirectorofAdultLiteracy）の任命が挙げられて
いる＊ⅶ。
　また、NNEPC報告書では、成人教育の普及発展の方途として、
「映画およびラジオ教育」の実施も提案された。これは、安価
な成人教育普及の方法として早期からの検討事項であったが、
NNEPC報告書では、その有用性は認識されながらも、当該教
育の導入に対して積極的具体的な提言はされていない。
　こうしたNNEPCの成人教育計画は、教員養成や村落図書館
のそれから示唆されるように、初等学校とその教員が、周辺の
人的物的資源を有効に活用しながら、成人教育など各村落にお
ける教育事業の中心として活動しコミュニティ改善にも貢献
するという、「村落教育制度」ともいうべき構想の一角をなす。
初等教育・成人教育・教員養成計画が相互に連関した村落教育
制度構想は、普遍的教育の実現という理想とともに、初等教育
が大多数の民衆にとって最後の学校教育の機会であるという現
状認識のもとで、民衆のニーズに応じた教育を提供するもので、
NNEPCの国民教育制度創設計画の根幹であった。
　なお、成人教育計画からは離れるが、NNEPCの教員養成計
画における移動教員養成ユニット（MobileTeacherTraining
Unit）も、その柔軟性から同委員会によるノンフォーマル教育
構想の一つと見なし得る。同ユニットは、一定期間ごとに地域
を移動しつつ、地域の実情や利用者の利便性に応じて当地の初
等教員養成活動を行う仮設体であり、その対象者は主に現職教
員が想定されていた。移動教員養成ユニットによる養成活動に
は成人識字クラスの指導者としてのそれも含まれていることか
ら（Pandeyetal.,1956,p.154）、同ユニットは、村落教育制度
構想を担う重要な組織であった。
Ⅲ　1960年代の教育計画におけるノンフォーマル教
育構想
　王政復古後も政治的混乱は続いたが、1959年にようやくネ
パール最初の総選挙が実施され、民主政府の樹立と新憲法の制
定が達成された。しかし、翌1960年に国王がいわゆる「王室クー
デター」を起こし、政党活動の禁止などを宣言して親政を開始
した。
　このような国家体制の激変にともない、教育計画および政策
の修正が求められる。1961年には、1950年代の教育開発の総括
と、新政治体制に沿う新しい教育制度の構築整備を行うべく、
ARNECが任命された。
１　1960年代初めのノンフォーマル教育の状況
　1950年代後半のネパールの教育開発は、NNEPC報告書をほ
ぼ採納した教育５か年計画に基づいて実行された。
　不安定な政治状況にもかかわらず、教育は、学校数や在学者
数など、数量的には急速に拡大した。たとえば、初等学校数は
321校から4,001校に、同在学者数は8,505人から132,533人まで
急増している（MoE,1971,p.3）。しかし、NNEPCが提言した
初等教育計画の要点、すなわち、国民学校への一本化や、職業
重視カリキュラムの導入などは、充分に実施されなかった。
　では、NNEPCの国民教育制度創設計画において初等教育や
教員養成とならぶ重要開発領域と見なされた成人教育の営みは、
いかに進捗したか。
　上述の通り、王政復古直後の教育拡大において、成人学校は
円滑に運営されず、成人教育に対する一般の関心は低かった。
しかし、国家レベルにおいては、成人教育は、王政復古直後か
ら最重要視された開発領域であった。すなわち、NNEPCの任
命に先立つ1954年２月には、ネパール政府と「アメリカ合衆国
援助事業施設団」（UnitedStatesOperationMission.USOM）
の協同教育開発プロジェクトが成立したが、その中核は、①成
人識字プログラムの実施、②ラジオ教育プログラムの施行、③
200の初等学校の新設である（Pandeyetal.,1956,p.239）。こ
のうち、①の要点は成人識字教具・教材の開発と成人識字主事
の任命、②のそれはラジオ受信機器100セットの村落への配布
と、ラジオ教育の教具・教材の開発であった。ただし、これら
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の活動は、ネパールの政治的混乱やインフラストラクチャーの
未整備、人的物的資源の不足などの影響を受け、しばし停滞した。
　さて、NNEPCの成人教育計画は、教育５か年計画の成人教
育領域計画（第７編）にほぼ採納され、計画実行のための予算
も算定された。第１次５か年計画の20章「教育」領域では、成
人教育について特筆すべき記述は確認できないが、同計画の４
章「農村開発」領域では、村落開発プログラムにおいて成人へ
の農業および家政教育が計画されている。
　こうした成人教育の計画は、1956年９月に教育カレッジ（College
ofEducation）が成人教育部（BureauofAdultEducation）を備え
て発足して以後、緩やかに始動していった。特に顕著な成果を
上げたのは成人識字クラスの設置および運営で、同年12月に最
初の同クラスが設置されて以降、第１次５か年計画中にネパー
ル全土で累計1,878の識字クラスが設置され、46,350人が同クラ
スを修了した（ARNEC,1961,p.28）。また、ネパール政府と
USOMの後援のもとで、公衆衛生、家政、農業、村落開発、政
治に係る公開講座ないし成人教育クラスが多く開設された。民
衆のニーズを考慮した識字教具・教材も開発・配布された。唯
一実施が停滞していたラジオ教育プログラムについても、125
セットのラジオ受信機が村落へ配布されて後、1958年７月に成
人教育番組の放送が開始されている（Tandukar,1959,pp.60-
61）。さらに、教員養成の領域ではあるが、移動教員養成ユニッ
ト構想は、「移動教員養成学校」（MobileNormalSchool）とし
て実現し、各地の成人識字クラスの運営者でもある地方の初等
学校教員の養成において多大な成果を上げた＊ⅷ。
　このように、王政復古後のネパールにおいて、成人教育は、
その管理運営組織である成人教育部が設置され、また、識字プ
ログラムの担い手である新しい初等教員の養成を経て、一定の
成果を上げたのである。
２　ARNECの教育制度改革計画における社会教育構想
　ARNEC報告書は、NNEPC報告書に比べて簡約ではあるが、
やはり総合的な教育制度改革の計画文書である。ARNECは、
その設置背景にもかかわらず、基本的に中立な立場から教育制
度改革へ提言している。その主な特徴は、①複線型学校体系か
ら単線型学校体系への移行、②職業科目を導入した５年間の初
等教育、③２領域から構成される３年間の前期中等教育、④4
領域からなる３年間の後期中等教育、⑤継続的な成人識字プロ
グラムを重視した社会教育、⑥初等中等学校教員の即時養成、
⑦教具・教材の開発および出版機関の設置、⑧初等中等教育に
おけるネパール語の教授用語化、⑨すべての高等教育施設在籍
者による地方等でのサービス活動、⑩サンスクリット教育の奨
励などである。
　このうち、ノンフォーマル教育に相当する⑤は、ARNEC報
告書の第６章「社会教育」にまとめられている。
　第６章「社会教育」では、まず1956年以後の成人識字プログ
ラムの数量的成果（1,878の識字クラスと46,350人の同クラス修
了者）が報告された。しかし，同時にARNECは，当該クラス
における学習期間が６か月に過ぎず、また、成人が学習によっ
て獲得した識字能力を維持するいかなる計画も存在していな
かったと指摘した。また、成人大衆が識字能力を行使する機会
を得なければ、学習の成果は忘失され、彼らは再び非識字の状
態に退行し、過去の努力は失敗に終わり、時間と資金は無駄に
費やされるという懸念が表明されている（ARNEC,1961,p.26）。
その上でARNECは、成人の識字能力の維持と、彼らを有能な
市民に育成するために、社会教育に幾つかの提言をしている。
　それは、各郡における村落図書館の設置、同図書館へのラジ
オの配置とラジオ教育の実施、移動映像車４台の配備、レクリ
エーション・芸術・手工芸活動の奨励、ポスター・パンフレッ
トの活用、カレッジ学生の地方サービスへの従事、成人教育の
教具・教材の開発と配布、成人教育部による成人教育センター
および社会教育センターの監督（年二回）、成人教育・社会教
育修了者への資格授与、各開発区につき一人の社会教育担当職
員の配置などである（ARNEC,1961,pp.26-27）。これらの提言
は、1950年代の成果を踏まえて、あるいは、国王クーデター以
後の政治体制に適応するよう修正・整備されてはいるものの、
基本的にはNNEPCの成人教育計画を継承発展した内容となっ
ている。さらに、同章では、こうした提言に沿った予算が計上
されるとともに、年ごと、地域ごとの成人識字クラス設置計画
も提示された。
　なお、ARNEC報告書第６章末では、社会教育を社会的弱
者の教育保障の機会とすることが提案されている。すなわち、
ARNECは、まず、肢体不自由者、視覚障害者、言語障害者、
特にそうした障害を持つ子どもに対して、社会教育により特別
な支援を提供して、障害がない者と同様に、彼らに生計を得る
能力を獲得させる必要性を強調している。こうした障害児者に
対する組織的な教育機会の保障について具体的に言及したのは、
少なくとも国家レベルでは、ARNEC報告書が最初の教育開発
文書であると考えられる。さらに、ARNECは、反社会的活動
に従事する子ども、保護者などの監督下にない子どもの保護も
提言している。すなわち、同委員会は、彼らの行動を改善する
ための、また、彼らを優れた市民とするためのソーシャルワー
カーによる援助を強調する。こうした学校教育から離れた子ど
もの支援や、公共の福祉に対する社会教育の貢献について直接
言及している点においても、ARNEC報告書は、当時のネパー
ルにおいて他に類を見ない文書といえる。
　おそらく、こうした「先進性」から、ARNECは、ノンフォー
マル教育計画について、NNEPCが使用した「成人教育」では
なく、「社会教育」の文言を使用したと推測される。すなわち、
ARNECは、あくまで初等教育が大多数の男女にとって最後の
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学校教育の機会であると認識しつつも（ARNEC,1961,p.17）＊ⅸ、
フォーマル教育から脱落した、あるいは、当初より接近できな
い子どもに対する教育機会保障の時空として社会教育を設定し
たことが看取できるのである。
おわりに
　ネパールでは、古来より主に僧院・寺院での、あるいは、導
師のもとでの組織的な宗教教義の伝達や聖職者養成といった形
態でノンフォーマル教育が行われてきた。こうした教育が学校
という時空において組織化されたのはラナ時代である。すなわ
ち、ラナ体制において生まれ発展した、英学学校、サンスクリッ
ト・スクール、ベイシック・スクールという三つの主要学校系
統が、ネパールにおけるフォーマル教育の起源である。もっと
も、一部を除いて、これらの学校は高度に制度化されておらず、
それ故に、王政復古以前のネパールにおいて、フォーマル教育
とノンフォーマル教育の境界は必ずしも明瞭ではなかった。
　王政復古とラナ体制の崩壊を経て解放された民衆の教育要求
は、主にフォーマル教育の爆発的な拡大というかたちで具現化
した。すなわち、学校種や学校段階による振幅はありながらも、
学校数・在学者数が急速に、しかし、一定の方針や計画に基づ
かず不斉に増加したのである。他方で、ノンフォーマル教育に
対する一般の関心は低く、わずかに設置された成人学校も効果
的に運営されていなかった。
　他方で、国家レベルにおいては、成人識字教育の速やかな実
施が、教育開発の要諦と認識され、王政復古期半ばにおけるネ
パール－USOM協同教育開発プロジェクトの最優先領域の一
つに設定された。それと同調して、国民教育制度創設計画を担
うNNEPCは、成人教育と初等教育および教員養成が相互に連
関して村落を開発する、いわば村落教育制度の構築を提言した。
これは、フォーマル教育とノンフォーマル教育の相互補完を通
じて、普遍的教育の実現とともに、民衆のニーズに応じた教育
を提供するというNNEPCの教育開発の理念を具体化する構想
であった。
　NNEPCのこうした構想は、教育5か年計画にほぼ採納され
た。しかし、初等学校数や同在学者数は目標を超えて増加した
ものの、初等学校の国民学校への一本化や、職業を重視したカ
リキュラムの導入などその要点は達成されなかった。成人教育
についても、成人識字クラスの設置数や同修了者数などについ
ては一定の数量的成果が見られたが、識字クラス修了者に対す
る継続的学習の機会は保障されず、村落教育制度構想も実現し
なかった。
　1960年代初めの政変の渦中で任命されたARNECは、基本的
にはNNEPCを踏襲した国民教育制度改革計画を策定した。ノ
ンフォーマル教育についても、NNEPCの成人教育に対して、
ARNEC報告書では社会教育という文言が使用されているもの
の、成人識字教育プログラムの優先など、多くの点で両者の
計画は近似している。しかし、ARNECの社会教育計画には、
NNEPCの成人教育計画の要点である、初等学校および同教員
による村落改善および開発という企図、つまり村落教育制度を
通じた村落開発の構想は確認できない。これは、ARNECの初
等教育計画ならびに教員養成計画においても同様である（中村,
2015,pp.43-45;中村,2016,pp.42-44）。すなわち、ARNECの国
民教育制度改革計画は、フォーマル教育とノンフォーマル教育
の相互補完ではなく、両教育を一応峻別した上でそれぞれの開
発を志向している＊ⅹ。
　以上のようなARNECの社会教育計画は、識字教育期間の延
長（６か月から９か月へ）、成人教育の教具・教材の開発と配
布、各郡への社会教育担当職員の配置など、直接的間接的に３
か年計画（1962-1965年）の「成人教育」に採用された（NPC,
1963,pp.268-269）＊ⅺ。ただし、UNESCOROEA（1966）は、当
時の成人教育について、過度に理論的かつ非実践的で、専門的
実用的活動から離れているという従来通りの状態を報告してい
る（UNESCOROEA,1966,p.16）＊ⅻ。
　こうした状況において、教育制度の改編をもたらした1971年
のNESPは、ノンフォーマル教育を、識字プログラムと機能的
教育プログラムという二種類の事業からなる「成人教育」と設
定し、その組織運営の方針も示した。すなわち、NESPにおけ
る学校制度の再編とも相俟って、二つの成人教育プログラムに
は、フォーマル教育との接点がほぼ見られない。他方で、こう
した成人教育の構想は、ネパールでは1970年代半ば以降、「ノ
ンフォーマル教育」という名称を冠しつつその有り様を変化さ
せていく。
　こうして生まれた（再生した）、ネパールにおけるノンフォー
マル教育は、周知の通り、今日の同国の教育開発においてきわ
めて重要な位置を占める。1970年代以後のノンフォーマル教育
の計画および政策と展開については、特にその背景や起源に注
目して、別の機会に追究したい。
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＊ⅰ　現在のネパール政局は流動的である。本研究は、あくまで「王国」
時代のネパールについて追究する。なお、「王政復古後初期」とは、
およそ1951年の王政復古から、ひとまず「ネパール型」の教育制度
が整備された1970年代半ばまでを想定している。
＊ⅱ　周知の通り、「ノンフォーマル教育」（non-formaleducation）は、
Coombs（1968）以後広く認識され使用されるようになった用語であ
る。同書によれば、ノンフォーマル教育は、「『フォーマル教育』の
外部におけるすべての組織的な教育および訓練のプログラムあるい
は過程」と定義され、具体的には、農工研修、機能的識字教育、現
職研修、大学の公開講座などを指す（Coombs,1968,p.9）。
ネパールにおいて「ノンフォーマル教育」という名称を冠する教育
プログラムは、1970年半ば以後に導入された。すなわち、本研究が
対象とする期間の教育開発文書において「ノンフォーマル教育」と
いう語句は一般に使用されていない。とはいえ、王政復古後の教育
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計画における学校外教育構想の多様性や、ネパールにおける教育開
発の文脈、たとえば、NNEPCによる学校教育と成人教育の連携など
に鑑みれば、王政復古後初期ネパールにおける学校外教育の計画や
実践を、ノンフォーマル教育と総称することは、ネパールにおける
教育開発の軌跡を追究する上でむしろ適切な認識であろう。
＊ⅲ　2011年のセンサスによれば、同国には123の言語、125のカースト・
エスニック・グループ、10の登録宗教などが存在する。
＊ⅳ　同カレッジは、1924年に「トリ－チャンドラ・カレッジ」（Tri-Chandra
College）と改称された。
＊ⅴ　Wood（1965）によれば、こうした僧院（Gompa）は、当時25から50
施設存在した（Wood、1965,p.28,table1）。
＊ⅵ　この時期における各統計では、学校種や学校段階の定義が一定でな
いため、これらは必ずしも正確な数値ではない。
＊ⅶ　同主事は、中央から各村落に至る教育行政制度を通じて、国家全体
の①識字教具・教材の開発、印刷、配布、②教員養成，③成人識字
クラスの組織、④成人識字プログラムの適切な監督を援助するため
に任命される。
＊ⅷ　移動教員養成学校について、詳細は中村（2016）を参照のこと。
＊ⅸ　この認識は、NNEPCも共通である。
＊ⅹ　他方で、ほぼ同年代において成人教育プログラムにおける初等学校
や同教員の活用が見られるという記録も確認できる（“Theroleof
adulteducation”.　1965,pp.15-16）。
＊ⅺ　３か年計画に続く第3次5か年計画（1965-1970）では、成人教育につ
いて、期間中の数値目標（10万人に対する識字教育）と、識字能力
維持の重要性が示されるにとどまった（MoEP,1965,p.130）。
＊ⅻ　こうした状態は、註ⅹの記録と必ずしも一致しない。今後さらなる
追究が求められる。なお、UNESCOROEA（1966）によれば、多く
の学校において早朝や夕方に成人に対する一般教育コースが開設さ
れていた。同コースの修行期間は、３か年計画を受けて９か月に延
長されていたが、不安定な出席状況を踏まえて、週の開講日数の削
減（週６回から週２，３回へ）とともにさらなる修業年限の延長が提
言された（UNESCOROEA,1966,p.16）。
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